別記様式第１号
	○○年度獣肉処理施設整備事業
実施計画書
（実績報告書）
　　　　　　　　　　住　　所：
　　　　　　　事業実施主体名：
　　　　　　　　　代表者氏名：



第１　事業概要
　　１　事業実施期間及び実施場所
	実施期間（施工期間）
	　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	実施場所
	


　　２　事業の推進方向
	経営全般における
解体処理業の位置づけ
	

	捕獲個体受入地域の
現状と将来像
	

	獣肉販売の
現状と将来像
	


第２　事業実施主体の概要
	設立年月日
	

	所在地
	

	構成員数
	

	食肉処理業の営業許可
取得年月日（予定年月）
	


　　　　※規約・定款の写しを添付
第３　事業目標
　　１－１　処理施設での年間処理頭数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（頭）
	獣種・年度
	現況
	目標

	
	
	
	
	
	
	

	イノシシ
	
	
	
	
	
	

	シカ
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


· 現況は、事業実施年度の前年度の数値とする。
　　１－２　捕獲体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
	人数・年度
	現況
	目標

	
	
	
	
	
	
	

	捕獲者数
	
	
	
	
	
	


· 現況は、事業実施年度の前年度の数値とする。
１－３　解体に従事する者の人数　
	解体に従事する者
	人
（うち捕獲はせず解体のみに従事する者　　　　　人）


　　２－１　処理施設での年間販売量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｋｇ）
	獣種・年度
	現況
	目標

	
	
	
	
	
	
	

	イノシシ
	
	
	
	
	
	

	シカ
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


· 現況は、事業実施年度の前年度の数値とする。
· 自家消費は含まない。
　　
２－２　販売先の内訳
	販売先
	年間販売量
（kg）
	販売商品の種類
（ブロック、スライス、加工品など）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　　　※　販売先の数に応じて行数は適宜増やすこと。
２－３　目標（年間販売額）を達成するための具体的な取組内容
	販売先確保の取組み

	商談会
出展
	イベント
出展
	雑誌等への
掲載
	自社独自の
取組み

	
	
	
	


※該当する取組みに○を付け、具体的なイベント名等記載すること。
３　処理施設の受益範囲
	獣種・年度
	現況
	目標

	
	
	
	
	
	
	

	捕獲個体受入地域
	
	
	
	
	
	

	販売先地域
	
	
	
	
	
	


· 現況は、事業実施年度の前年度の数値とする。
· 地域は市町村単位で記入、県外の場合は県名で記入する。
　　
第４　事業量、施行方法等
	導入設備名
	設置場所
	事業量
	事業費
	施行方法

	
	
	
	
	直営・
請負の別
	契約方法

	
	
	
	（円）
	
	


第５　事業費の負担方法
	総事業費
	負　　　　担　　　　区　　　　分
	備考

	
	県補助金
	事業実施主体
	その他
	

	（円）

	（円）
	（円）
	（円）
	


第６　導入設備明細
	品　名
	形　式
	数量
	単　価
	金　額
	備　考

	
	
	
	（円）
	（円）
	


別記様式第２号
第　　　　号　
　　年　　月　　日　
　岐阜県知事　○○　○○　様
住　　　所　　　　　　　　　　
事業実施主体名　　　　　　　　　　
　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　
　　年度獣肉処理施設整備事業実施計画の承認申請について
　獣肉処理施設整備事業実施要領（平成３０年４月２日付け農村第２５号農政部長通知）第４の１の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
＊市町村が事業実施主体の場合で鳥獣被害防止総合整備事業を活用する場合は、鳥獣被害防止総合対策交付金実施要綱（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４２３号農林水産事務次官依命通知）別記１第１の２に基づき提出する関係書類をもって様式１号にかえることができる。
別記様式第３号
第　　　　号　
　年　　月　　日　
　岐阜県知事　○○　○○　様
住　　　所　　　　　　　　　　
事業実施主体名　　　　　　　　　　
　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　
　　年度獣肉処理施設整備事業費補助金交付決定前着工届の提出について
　獣肉処理施設整備事業実施要領（平成３０年４月２日付け農村第２５号農政部長通知）第６の２の規定により、下記条件を了承のうえ、補助金交付決定前に着工したいので提出します。
記
	事業種目
	

	事業内容
	

	事業量
	

	事業費
	

	交付申請額
	

	着工予定年月日
	

	完了予定年月日
	

	交付決定前着工を必要とする理由
	

	条件
	１　補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は事業実施主体が負担すること。
２　補助金交付決定を受けた補助金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても異議が無いこと。
３　当該事業については、着工から補助金交付決定を受ける期間内に計画変更は行わないこと。


別記様式第４号
第　　　　号　
　年　　月　　日　
　岐阜県知事　○○　○○　様
住　　　所　　　　　　　　　　
事業実施主体名　　　　　　　　　　
　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　
　　年度獣肉処理施設整備事業に係る状況報告について
　獣肉処理施設整備事業実施要領（平成３０年４月２日付け農村第２５号農政部長通知）第７の３の規定に基づき、事業遂行状況を報告します。　
記
１　年間処理頭数及び販売額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　　年度
	処理頭数（頭）
	販売額（円）

	イノシシ
	
	

	シ　カ
	
	


　　　　※年間販売額には自家消費は含まない
　　２　処理施設の受益範囲
	捕獲個体受入地域
	

	販売先地域
	


　　　　※地域は旧市町村単位で記入、県外の場合は県名で記入する

